
評価調査結果要約表

1．案件の概要

国名：ベトナム
案件名：情報処理研修計画
分野：情報
援助形態：プロジェクト方式技術協力
所轄部署：鉱開部 鉱開協第一課（当時）
協力金額：192,517,000円
協力期間：1997年3月24日～2002年3月23日
先方関係機関：ベトナム国家大学
日本側協力機関：経済産業省
他の関連協力機関：記載なし

1－1 協力の背景

ベトナム政府はドイモイ政策の一環として、1993年8月に2000年までの情報工学分野整備計画を含
む「IT2000」を発表し、生産性向上、品質管理推進及び各種サービス向上が可能となる「情報社会」
を目指すことを明らかにした。

この計画に基づき、ベトナム政府は、1994年2月、我が国に対し、ベトナム国家大学の一組織である
ハノイ科学大学にベトナム情報処理研修所（VITTI）を設立し、情報処理技術者の育成、質的向上を図
ることにより、同国の産業、科学技術研究、サービス等の向上に資することを目的とするプロジェク
ト方式技術協力を要請してきた。

1－2 協力内容

（1）上位目標

市場経済化を促進するためのIT専門家が養成される。

（2）プロジェクト目標

ベトナム情報処理研修所（VITTI）が、産業界のニーズに応じた情報処理関連の研修コース、セミナー
を持続的に開催・運営できるようになる。

（3）成果

1）情報処理技術研修の中枢機関として運営体制が確立される。

2）必要な施設・機材が整備され維持される。

3）カウンターパートが研修コースの運営管理・評価を行うコース・プランナー及びインストラク
ターとして育成される。

4）産業界のニーズに応じた研修コースが実施される。

5）セミナー及び広報を通じ、新技術がIT産業界に紹介される。

（4）投入

日本側：

長期専門家派遣 10名
短期専門家派遣 14名
研修員受入 17名
機材供与 146,808千円
ローカルコスト負担 45,709千円



相手国側：

カウンターパート配置 22名
機材購入 1,888,509千VND
ローカルコスト負担 8,343,712千VND

2．評価調査団の概要

調査者

Ms.Ho Ngoc Lam, Investconsult Group

調査期間

2005年12月26日～2006年2月25日

評価種類：

在外事後評価

3．評価結果の概要

3－1 評価結果の要約（インパクト、自立発展性に関する定量的なデータは本文参照）

（1）インパクト

本プロジェクトの実施により、ベトナム情報処理研修所（以下VITTI）の研修活動基盤が整備され、ベ
トナム国内での同研修所の知名度が向上し、また、優良な人材育成の機関としての知名度も向上し
た。

VITTIの研修内容や研修方法は、研修参加者・受講者のIT活動に新しい考えを与える機会となった。研
修受講者は、研修で習得した技術や知識を各自の業務に活用し、業務の軽量化、効率化を実現するま
でに至っている。研修受講者の中には研修の成果を活かした業務・活動を行ったことにより、研修後
の組織内でのプレゼンスの向上がされ、その結果昇進するといったケースも確認出来ている。

研修の受講者は、研修で習得した技術や知識を自分の業務に活用するほか、IT技術を応用する機会が
増えた他、その機会も以前よりも多様化し、自分で選択し考えてIT分野を駆使する環境作りを行うこ
とに貢献できるようになった。

上記のようなインパクトは研修受講者本人だけでなく、同僚・仲間にも影響を及ぼし、組織全体の運
営能力の向上にも大きく貢献するものであった。加えて、プロジェクトの成功によりVITTIの社会的な
知名度が向上し、かつIT産業界の優良機関として認識されるようになった。これらは、組織自体がプ
ロジェクト終了後も更に成長している証左といえる。

予期しないインパクトも幾つか確認することが出来た。

本プロジェクトの実施を通じ、「VNU-net」なるものが設立された。この「VNU-net」はハノイ国家
大学を中心としたネットワークの運営上、重要な役割を果たしている。また、工科大学IT学科の設立
に対し、VITTIは優秀な人材の供給源として大きく貢献した。VITTIでの研修は、国家行政のコン
ピューター化を目指す国家プログラムProgram112の策定に大きく貢献した。これは、VITTIで研修を
行った中央・地方の行政官が策定プロセスの過程で、IT技術の応用・実用化に向けた提言を行うな
ど、積極的に関わったものである。Program112策定プロセスへの関与とその影響力は大きな社会イ
ンパクトであった。他方、VITTIを離れた職員が新しい職場で研修で習得した技術や知識を活用・応用
することで、他機関の活動の活性化等に貢献したことも予期しない正のインパクトとして確認出来
た。

上位目標（市場経済化を促進するためのIT専門家が養成される。）の達成度に関しては、上記のとお
り、VITTIあるいはJICAプロジェクトが優秀な人材を輩出し、またIT分野の人材育成や技術開発に貢献
し、市場経済化促進のための基盤整備を行った。



（2）自立発展性

（技術面）

インタビューの対象者の多くが、研修・講義の準備の方法・手法が決して専門的過ぎない点が持続性
確保の大きな理由となっていると分析している。ただし、プロジェクトの専門家が実施していた研修
実施手法（ベースライン・ニーズ調査の実施、研修項目・カリキュラムの策定、研修の実施、評価）
については市場の需要を予測する能力および予測を行うための予算の不足により、プロジェクト終了
後に独自で実施出来ない課題を抱えている。また、プロジェクト実施時に供与された機材（パソコン
やネットワーク機器）はハノイ国家大学の予算で更新されたが、この更新に際してはプロジェクトに
よって機材が供与された際に、インフラ整備環境の経験があったからである。

プロジェクト終了後、上述のように日本の専門家の研修実施手法を忠実に遵守していくことは出来な
いものの、他機関と協力しながら研修コースの立案とその実施を行うことが出来るようになった。ベ
トナム国内での評価は高く、これもJICAのプロジェクトがその基盤を作ったとものと分析することが
出来る。

（組織面）

プロジェクト終了後、ベトナム国家大学がIT産業を発展させていく過程でVITTIの役割に注目し、ベト
ナム国家大学の支援を受けてVITTIはITI（Information technology Institute）となった。また同時に
ハノイ自然科学大学（Hanoi Natural Science University）の発展にも大きく寄与した。これによりIT
設備の拡大とその運営機能の強化が図られた。

（財務面）

JICAプロジェクトでの研修は主に政府機関の職員向けのものと、個人向けの2種類の研修が実施され
た。プロジェクト期間中は前者の参加料はプロジェクトで負担していた（後者は参加者自己負担）
が、プロジェクト終了後はこの参加料を賄うことが困難な状況である。一方、上述のとおりITI設立に
大きく貢献したハノイ国家大学は、ITIに毎年財政的な支援を行っている。ハノイ国家大学の支援は
JICAプロジェクトが支援していた額よりも小さいものの、持続性を担保するには十分であり、財政面
での自立発展には不可欠なものとなっている。プロジェクト終了後に、プロジェクトの成果が認めら
れ外部からの財政的支援を得ることが出来ている状況となっている。その他、ITIは独自の研修や研究
で収入を得ている。

3－2 プロジェクトの促進要因

（1）インパクト発現を促進した要因

プロジェクトによって供与された機材や研修コースの内容が当時の実施機関の技術レベルに合致した
妥当なものであり、また当時のニーズにも合致していた。研修参加者は新たなIT関連の技術と知識を
習得し、研修後も各々の職場でその技術と知識を応用することが出来たと言える。また、研修参加者
が研修成果を職場で活かすことにより、昇進することも確認出来た。

（2）自立発展性を促進した要因

実施機関のベトナム人は日本人専門家の「勤務態度、仕事への取組み姿勢」といった側面を高く評価
し、その結果、プロジェクト終了後も日本人の勤務姿勢といったものを遵守することで自立発展性を
確保している面が確認できた。

（3）その他の促進要因

特になし。

3－3 プロジェクトの阻害要因

（1）インパクト発現を阻害した要因



研修講師の持つ知識が理論過ぎて実務的な講義を行うことが出来ないケースがあったことが確認出来
た。講師の持つ知識が研修の内容に大きく影響した。また、研修参加者のレベルにも格差があった。
加えて、研修終了後の参加者とVITTI間の連絡・相談体制が十分ではなかった。

（2）自立発展性を阻害した要因

VITTIの核となる人材がよりよい職場環境を求めて他の機関・組織に就職してしまうことが、VITTIの
質の低下に繋がり、結果としてVITTIの自立発展の阻害要因の一つとして認識されるようになった。

また、現在ITI（VITTI）は職員に対し、ITの技術と知識向上のための質の高い研修を頻繁に実施してい
ない。

（3）その他の阻害要因

特になし。

3－4 結論

ITIは市場調査や分析の面で課題がある。また、ITIは研修内容をより魅力的なものとすべくCertificate
授与が必要である。

研修参加者のレベルは一定ではなかったため、講師の準備が困難であった。講師については理論的過
ぎた。

3－5 提言

JICAおよびVITTIは発展の早いIT分野の研修の立案に際しては、同分野のニーズ調査や市場調査をプロ
ジェクト実施段階から行うことを検討する必要があったと言える。市場調査を研修項目にすること
は、新規研修参加者の獲得が期待できる等の利点がある。

JICAプロジェクトは、研修コース参加者の技術・知識レベルのバラツキをなくし、研修の円滑な実施
と質の確保のため、参加者の人選についてVITTIへ助言することが必要であった。加えて、研修コース
が実用的かつ教育的な経験や知識に基づき立案されるよう工夫の余地があった。

ITI（VITTI）は自立発展性の確保のために、如何に多くの人が参加するような魅力ある研修機関にすべ
きか検討する必要がある。一つの解決策としては、他の機関と連携し、研修に参加した人に
CertificateあるいはDiplomaを授与する仕組みづくりである。このような仕組みを整備することが
VITTIの自立発展に大きく貢献する可能性がある。

3－6 教訓

多くの技術分野が急速に発展・進歩しているベトナムにおいて、市場経済化の動きにあわせた情報技
術の進歩は目覚しいものがある。特に、基礎的な技術を指導する研修ではなく、ある程度の応用的な
技術指導を行う研修の場合には、プロジェクトの開始時期と終了時では情報技術の果たすべき役割や
研修機関に期待されるものが大きく異なってくる場合もある。進歩の早い分野への対応は非常に困難
な面があるが、理想的には市場経済化に伴うベトナムの情報技術の進歩の度合いを踏まえた中長期的
な展望をもったプロジェクト・プログラムの枠組み形成が必要である。

3－7 フォローアップ状況

該当なし


